
一 般 財 団 法 人  油 脂 工 業 会 館

第 54 回 表 彰

油 脂 産 業 優 秀 論 文

最  優  秀  賞

2050 年油脂産業界展望 

パーム廃材からのエメラルド水素製造システムによる

カーボンネガティブなシン・油脂産業の提案

花 王 株 式 会 社

髙
たかはし

橋　史
ふみかず

員



＜目次＞ 

 

 

はじめに ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

第１章 カーボンネガティブに向けた動向と課題 

 １－１．脱炭素化に向けた技術開発動向  ・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 １－２．パーム農園における放棄パーム廃材・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 １－３．パーム廃材から水素を生み出しながら炭素を固定化する・・・・・・・４ 

 

第２章 解決へ向けた技術提案 

 ２－１．パーム廃材からのエメラルド水素製造システム  ・・・・・・・・・５ 

 ２－２．マレーシアケースでの炭素削減ポテンシャル  ・・・・・・・・・・７ 

 ２－３．２０５０年におけるマレーシアでのパーム油ＬＣＡ  ・・・・・・・８ 

 

第３章 実現へ向けた取り組み案 

 ３－１．エメラルド水素製造システム商業１号機の構想   ・・・・・・・・９ 

 ３－２．エメラルド水素、カーボンブラック利用による波及効果   ・・・・１４ 

 ３－３．２０５０年の油脂産業界展望  ・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

 

おわりに   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

 

注釈    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

参考文献  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

 

 

 

 

 





 1

はじめに 

 地球温暖化の議論が始まって数十年がたつが、その原因は人間活動によるＣＯ２を

始めとした温室効果ガスによることが科学者の大部分、少なくともほぼすべての気候

科学者の間で合意されている１）。国連気候変動枠組み条約締約国会議（ＣＯＰ２６）

で合意された、産業革命前からの気温上昇を１．５℃に抑えるという目標達成に向け

ＣＯ２削減は喫緊の課題であり、２０４０年までに人為的ＣＯ２排出ゼロの達成が求め

られている2)。どうしても一部の産業では石油系原料の使用や産業活動に伴うＣＯ２発

生が避けられないことから、植林や植物バイオマスの利用、および大気からの直接的

なＣＯ２回収を通じ、人為的にＣＯ２を吸収することが求められる。これは「カーボン

ネガティブ」と定義され、人間活動によるＣＯ２などの温室効果ガス排出量より吸収量

が上回る状態を指す。この活動は各国の政策のみならず民間での自律的な活動として

も表面化してきており、Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ、Ｚホールディングス、花王などは自社

の事業においてこれまでの「カーボンニュートラル（注１）」よりさらに進んだ「カ

ーボンネガティブ」達成を目標に据えている3)4)5)。 

大気中からのＣＯ２回収に巨額の投資が集まっている一方で、油脂産業においては

大気中から固定化された炭素であるパーム廃材が悪者となっている現状がある。マレ

ーシアにおけるパーム油生産量とほぼ同量の炭素が、すでに大気から固定化されてい

るにもかかわらず無駄になっているのである。逆に言えば、油脂産業が大気中炭素の

脱炭素化に最も貢献できる業界の一つであると私は考える。 

本論文では脱炭素が求められている世界的潮流の中で、油脂産業の大気中ＣＯ２の

除去・固定化技術の優位性に着目し、地球環境を守るための水素製造と炭素回収のた

めのシステムとなる「エメラルド水素製造システム」を提案する。さらには、油脂産

業が先導して様々な産業と脱炭素化に貢献するシン・油脂産業構想を提案する。第１

章では世界のカーボンネガティブを目指した施策、技術開発動向を概説した後、本提

案の概要を述べる。第２章ではパーム産業でカーボンネガティブを達成するための要

素技術と、本提案達成時の炭素低減への影響度を検討する。第３章では実現のための

実証体制、２０５０年における進化した油脂産業像を提案する。 
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第１章 カーボンネガティブに向けた動向と課題 

 

１－１．脱炭素化に向けた技術開発動向 

 既存の省エネや再生エネルギーの利用はＣＯ２排出量削減に向けて重要であるが、

これらの活動のみではＣＯ２発生量の抑制にしかならず、カーボンネガティブ実現に

は更にＣＯ２を回収・貯留するネガティブエミッション技術の構築が必須であると言

われている6)。ＣＯ２の回収・貯留技術としては、発電所や製鉄所などから発生するＣ

Ｏ２の捕集、地下隔離（ＣＣＳ：注２）の実用化が始まっている7)。それにとどまらず

近年では、大気中から直接ＣＯ２を回収するＤｉｒｅｃｔ Ａｉｒ Ｃａｐｔｕｒｅ

（ＤＡＣ）の開発に投資が集まっており、Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ社では１０億ドルの資

金を投入している。また回収したＣＯ２を地中貯留する以外の手法として、ＣＯ２を化

学品に変換、再利用する炭素固定化技術に関しても技術開発が進んでいる。化学品へ

の転換にはＣＯ２を還元するための水素が必要であり、ＣＯ２を新たに発生することな

く製造された水素（ＣＯ２フリー水素）が必須となる（図１）。大気からの炭素回収と

地下貯留、または水素を用いた炭素還元技術が重要である。 

 

図１ ＣＯ２固定化技術開発の全体像 

（出典 参考文献６） 

 

１－２．パーム農園における放棄パーム廃材 

 昨今、本来カーボンニュートラルであるはずのパーム油が環境に悪いという主張が

聞かれるようになった。同じエネルギーを得るために排出されるＣＯ２は、火力発電と
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同等という試算結果も認められる 8)。原因として、新規農園開発のための森林破壊、

泥炭地の乾燥による内在ＣＯ２の放出、パーム廃材（空果房や伐採した古木、葉）から

のメタン放出、パーム搾油廃液（ＰＯＭＥ：注３）からのメタン発生などが挙げられ

る。図２にマレーシアでのパーム油脂産業から排出される廃棄物量をまとめた 9)10)11)。

マレーシアではパーム廃棄古木（ＯＰＴ：注４）など年間数千万tのバイオマス由来

炭素がメタン、またはＣＯ２として大気に放出されている。ＣＯ２として大気に戻る分

に関してはカーボンニュートラルであるが、メタンの場合はＣＯ２の２５倍の温暖化

効果が生じてしまう。マレーシアにおいてＰＯＭＥからは２０万 t、パーム廃材であ

るパーム空果房（ＥＦＢ：注５）からは８．２万tのメタンが放出されると報告12)さ

れている。調査例は見当たらないが、ＥＦＢ以外のその他パーム廃材からのメタン放

出もあるものと考えられる。また、パーム廃材に関しては経済的な利用法に乏しく農

園で放置されている例が大多数であり、ガノデルマなどパーム真菌症発生の原因との

報告も認められる 13)。１－１で示したように大気中からＣＯ２を回収する技術開発に

巨額の投資が集まっている一方で、東南アジアのパーム園では大気中から固定化され

た炭素であるパーム廃材が悪者となっている現状に、私は非常に強い違和感を覚えた。

化学工業では工程収率は非常に重要視されるが、炭素固定という観点で考察した場合、

農業では改善の余地が大いにあると考える。マレーシアにおけるパーム油生産量とほ

ぼ同量の炭素が、すでに大気から固定化されているにもかかわらず無駄になっている

のである。 
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図２ パーム産業における廃棄物のマテリアルフロー 

（出典 参考文献９，１０，１１，公開特許ＷＯ２０１８１５９８１８Ａ１ 三菱マ

テリアル株式会社） 

 

１－３．パーム廃材から水素を生み出しながら炭素を固定化する 

 このパーム廃材を大気から除去された炭素とみなし、大気中に戻さずに大気中から

直接ＣＯ２を回収するＤＡＣを成立させる方法を考察した。手法として、これまで悪者

として論じてきたメタンに着目した。メタンはそのまま大気中に戻せば悪玉の温室効

果ガスとなるが、天然ガスの主成分であり、発電エネルギーに利用することが可能で

ある。パーム園でも一部ではＰＯＭＥ由来メタンを回収、バイオガス発電する設備が

普及している11)。メタンに含まれる炭素の固定化技術について種々調査した結果、近

年開発が進んでいるクリーン水素製造技術が有望であると考えた。 

クリーン水素製造技術として、ブルー水素、ターコイズ水素、グリーン水素が存在

する（図３）。原料や製造法、排出されるＣＯ２の取り扱いに特徴がある。その一つで

あるターコイズ水素製造法は、天然ガスを１５００℃の高温プラズマ熱分解によって

カーボンブラックと水素を併産するものである。プラズマ・アークには電力が使用さ

れるため、再生エネルギー由来の電力が必要となる。カーボンブラックは環境中で生
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分解されにくく炭素が大気中に戻らないため、水素製造時に発生したＣＯ２を地中隔

離するブルー水素製造法よりも本手法はプロセス全体でのＣＯ２排出量が低いと言わ

れている。そのため、環境面でブルー水素よりも優れているということから、青色の

宝石であるターコイズ水素と命名された14)。 

本論文ではパーム園で放置されるパーム廃材もメタン発酵（注６）源として活用し、

メタン熱分解技術と組み合わせることで水素生産を行い、炭素をカーボンブラックと

して隔離するシステムを提案する。これによりＰＯＭＥのみの場合と比較して５０倍

のメタンを回収できると期待できる。これまでの天然ガス由来水素と異なり、大気か

ら炭素固定したパーム廃材を原料として製造する為、製造した水素のＬＣ－ＣＯ２（製

品の製造、使用、廃棄工程全体で発生するＣＯ２量）はさらに低値になると考えられる。

そこで、本提案の水素をグリーン水素、ターコイズ水素よりさらに環境適応したもの

として緑色の宝石であるエメラルド水素、全体像をエメラルド水素製造システムと命

名した（図３）。 

 

 

図３ 各種クリーン水素とエメラルド水素 

（出典 参考文献１１、１４） 

 

第２章 解決へ向けた技術提案 

 ２－１．パーム廃材からのエメラルド水素製造システム 
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 メタン発酵とは酸素のない環境下で複数の微生物で処理することで、排水や廃棄物

中の有機物をメタンに変換する工程である。メタンの燃焼・発電設備と組み合わせた

排水処理システムとして普及が進んでいる。パーム廃材からのメタン発酵技術として

次の二つに着目した。一つはＥＦＢを粉砕した後、ＰＯＭＥを処理するメタン発酵池

に投入するという単純な工程にて、メタン生成量を１ｇのＥＦＢ（湿重）当たり０．

０５５ｇ増加させるというものである 15)。もう一つはパーム廃棄古木（ＯＰＴ, 注

４）を粉砕、酵素糖化したのちにメタン発酵させることで、１ｇのＯＰＴ（乾重）あ

たり０．１９ｇのメタンを生成させるというものである16)。これら技術をマレーシア

の全パーム園に導入した場合、マレーシア１国で年間１０４７万ｔものメタンを産生

でき、（表１, 注７）この全量をメタン熱分解することでカーボンブラックを７５９

万t、水素を２２８万t製造することができる（表２, 注８）。油脂産業では酵素法

を利用した油脂製造などバイオ技術を一つの強みとして有していること、およびメタ

ン発酵設備が導入されているパーム農園は２０％程度あり、メタン発酵の技術的素養

が整っていると言える11)。本システムを確立することで、国際的に指摘されている放

置パーム廃材からの大気へのメタン放出防止とガノデルマ真菌症の発生源防止にも

つながるなど、環境面で一石三鳥の技術となる12) 13)。 

 

表１ マレーシアにおけるパーム廃材からのメタン生成ポテンシャル 

 

参考文献１５、１６より０．１９ｇ－ＣＨ４/ｇ－ＯＰＴ(乾重）、０．１５７ｇ－ 

ＣＨ４/ｇ－ＥＦＢ(乾重）を使用して試算した。繊維、殻の乾重あたりのメタン発生

量はＥＦＢ同等と仮定した 

  

万t 固形分 メタン生成量(万t)
繊維 600 60% 56.5
殻 400 90% 56.5
EFB 1,440 35% 79.2
OPT 7,500 60% 855.0

合計 1,047.2
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表２ エメラルド水素製造システム普及時のカーボンブラック生産量 

 

ＣＢ：カーボンブラック。ＰＯＭＥメタン発酵槽の普及度、パーム廃材の回収量は

それぞれ９０％と仮定した 

 

続いて、製造するエメラルド水素、カーボンブラックの市場を考察する。クリーン

水素の２０３０年製造量は年産８００万tと予測されており、水素需要全体の８％に

過ぎない 17)。クリーン水素は鉄鋼製造のコークス代替や将来的にはＣＯ２からの化学

品生産など、不可欠な基幹原料である。また水素自動車や水素船などの不可欠なエネ

ルギー源でもあり、争奪戦が予想されている。そのため表２で試算した２００万tを

超えるエメラルド水素は量的に将来の需要にも貢献できると考えられる。クリーン水

素の価格帯に関しては、２０３０年の製造コストが１．３～３．５ドル／ｋｇ-水素に

なると予測されている17）。エメラルド水素の場合は、環境的価値がさらに高いことか

ら炭素税の普及度合いによっては競合よりも高い販売価格の設定が可能であろう。 

一方カーボンブラックは、現在世界市場１３００万ｔ、ＣＡＧＲは２％であり、こ

のままの成長が続けば２０５０年には２０００万ｔを超えると考えられる18)。カーボ

ンブラックの用途としてタイヤ添加剤、２次電池負極剤、炭素繊維などに使用されて

おり、特に自動車や航空機分野は環境適合製品が求められる市場である。この増加す

る需要を考えると約７００万tのカーボンブラック製造も市場に大きな貢献ができる

であろう。さらには、従来の石油、天然ガス由来のカーボンブラックではなく、バイ

オマス由来カーボンブラックに置き換えることで他産業界の脱炭素にも貢献できる

と考えられる。価格帯としては、特に電極材料用途の導電性カーボンブラックはキロ

当たり５００円～７０００円の価格帯であり、高付加価値用途が期待できる19)。 

 

 ２－２．マレーシアケースでの炭素削減ポテンシャル   

 パーム製造廃液であるＰＯＭＥラグーンのメタン発酵設備普及率を現行の２２．

回収率90%として
メタン発生量(万t） CB生産量 水素生産量 CB生産量 水素生産量

POME 20 14.2 4.3 12.8 3.8
パーム廃材 1,047 744.6 223.4 670.2 201.1
合計 758.9 227.7 683.0 204.9
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５％から９０％に引き上げ、かつパーム廃材の９０％を回収しメタン発酵設備に投入

すると仮定した。その場合、温室効果ガス削減量はＰＯＭＥ由来のメタン大気放出減

少分として、ＣＯ２換算で３３７．５万t減少、カーボンブラックは１２．８万t生産

できると試算された（表３）。一方、パーム廃材の９０％からメタン発酵、続いて熱

分解を行った場合、６７０．２万tのカーボンブラックが生産され、合わせて６８３

万ｔとなる。このカーボンブラック生産分の炭素を大気中に戻さなかったと考えられ

るため、２４５７万 t のＣＯ２を大気から除去したとみなされる。パーム油１ｋｇあ

たり約２ｋｇのＣＯ２削減効果に相当する（図４,注９）。 

 

表３ ＰＯＭＥ嫌気発酵処理槽普及時の温室効果ガス削減効果の試算 

 

 

 

図４ マレーシアにてエメラルド水素製造システムを普及させた際の炭素削減効果 

 

 ２－３．２０５０年におけるマレーシアでのパーム油ＬＣＡ 

 マレーシアはインドネシアと異なり、パーム増産が進んでいない。マレーシアオイ

ルパーム庁の方針として、①パーム栽培面積に上限を設けていること、②泥炭地にパ

現行：
バイオガス化
普及率

大気放出量
(万t)

CO2換算
(万t）

目標：
バイオガス化
普及率

CO2削減効果
(万t）

POME由来メタン 22.5% 15.5 387.5 90% 337.5
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ームを植樹することを禁止していること、③国土面積中の森林地帯５０％以上を守る

こと、を政策としている。実際に植樹活動なども盛んであり、２０１３年度より２０

１７年度にかけて森林面積は増えている20)。すなわち、マレーシアでは、パーム油反

対派が主張する新規農園のための熱帯雨林の伐採や、土地転用に付随する泥炭地から

の炭素発生の影響が少ない。マレーシアにおけるパームプランテーション企業である

Ｕｎｉｔｅｄ Ｐｌａｎｔａｔｉｏｎ ＢｅｒｈａｄのＬＣＡ（注１０）報告書21)で

は、泥炭地からのＣＯ２発生も含めて１．５５ｋｇ-ＣＯ２/ｋｇ-パーム油、と試算され

ている。本論文で提案したパーム産業廃棄物からのエメラルド水素製造システムを導

入すれば、カーボンネガティブなパーム油を製造することが可能である（図５）。 

   

 

図５ マレーシア全域にエメラルド水素製造システムを普及させた際のパーム油製

造ＬＣ－ＣＯ２  

（出典 参考文献２１） 

 

第３章 実現へ向けた取り組み案 

 ３－１．エメラルド水素製造システム商業１号機の構想    

 第２章まではマクロな観点から、エメラルド水素製造システムがパーム産業の脱炭

素に貢献できる可能性を論じてきた。ここでは、本提案が経済的に成り立つかの検証
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を行う。図６に構築したいサプライチェーン像を示した。 

 

図６ 構築したいサプライチェーン像 

 

パーム油搾油工場ごとに隣接したメタン発酵設備を建設する。一方、メタン熱分解

を行う工場は集約することで投資額を抑え、各搾油工場から液化メタンを輸送して原

料として使用する。実証規模としては、Ｍｏｎｏｌｉｔｈ社商業２号機と同規模を想

定し、水素生産量年間６．９万t、メタン使用量約３６．３万tとした。この場合、

対象パーム園はマレーシア全体の３．４％となり、ネグリセンビラン州全域に相当す

る（図７）。メタン熱分解工場を１つ建設する場合、液化メタンの輸送距離は平均で

約５０ｋｍとなる。コスト試算に関しては、複数の国家プロジェクト報告書からデー

タを引用した。プロセスフローとコスト試算結果は図８に、コスト試算の詳細は表４

に示した。 

ＥＦＢから紙パルプ製造実証試験を行った例22)では、製造コストは＄０．１９/ｋｇ

-紙パルプと試算されている。ＥＦＢのセルロース含有量は４７．３％であり、乾燥Ｅ

ＦＢあたりで考えると工程コストは＄０．０９となる。また、紙パルプ製造は収集、

粉砕、アルカリ処理、紙作成の工程からなるため、本提案の粉砕工程より過剰な処理

がなされコストは過大に算出されている。そのため輸送、粉砕コストは約半分の＄０．

０４５、メタン当たりでは＄０．２４／ｋｇ-メタンと推定した。続いてメタン発酵に

関しては、マレーシアパーム園でのメタン製造国際実証事業23)では、メタンバイオガ
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ス製造コストは３３．７円/ｋｇ－メタンと試算されている。この試算では発電設備が

含まれており、本提案では必要ない発電設備が含まれているため、コストは過大に見

積もっている。酵素添加コストは、酵素価格や必要添加量に不明な点が多く、実証事

業での検証項目である。一方、日本は古くから酵素、微生物研究が盛んであり、バイ

オマス糖化酵素の技術開発も国家プロジェクトとして進み、日本企業での実施優位性

が期待できる24)。 

 

 

図７ 商業１号機の規模、対象パーム園の試算 

（出典 農林水産省 マレーシアの農業・農業政策 平成１９年１２月１２日 

https://www.maff.go.jp/j/kokusai/kokusei/kaigai_nogyo/k_syokuryo/h23/pdf/ 

asia03.pdf, ＲＳＰＯ ＨＰ, https://rspo.org/members/georspo, ２０２２ 

年７月１日閲覧） 
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図８ 商業１号機：各工程での想定コスト 

（出典 参考文献１１，１４，２２，２３，２４，２５，２７，新電力ネットより天 

然ガス価格 ＄１８．０３／百万Ｂｔｕ（２３.０８５kg）https://pps-net.org/  

statistics/gas，１６８１７の化学商品（化学工業日報社）２０１７） 

 

表４ メタン精製、輸送コストの試算 

 

 

栗田成果報告書より 千円/年
50kmケース 日本 マレーシア
精製設備 6,660 6,660
人件費 50,400 15,130
電力費 1,915 1,915
燃料費 18,144 18,144
車両整備費 450 450

77,569 42,299
円/kg 円/kg

メタンコスト 50.6 27.6
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マレーシア人件費は下記サイトを参照し月額データを使用した 

（出典 Ｄｕａｌｔａｐブログ“海外進出でコスト削減。マレーシアと日本を徹底

比較”２０１９年７月２３日，https://www.dualtap-international.co.jp/blog/ 

2019/07/23/%E6%B5%B7%E5%A4%96%E9%80%B2%E5%87%BA%E3%81%A7%E3%82%B3%E3%82%B9%

E3%83%88%E5%89%8A%E6%B8%9B%E3%80%82%E3%83%9E%E3%83%AC%E3%83%BC%E3%82%B7%E3%

82%A2%E3%81%A8%E6%97%A5%E6%9C%AC%E3%82%92%E5%BE%B9%E5%BA%95/） 

 

メタンの捕集、液化、輸送に関してはメタンガスの精製・輸送実証試験例 25)より、

５０ｋｍケース、労務費をマレーシアケースとして試算（表４）し、２７．６円／ｋ

ｇ-メタンと試算した。合計すると、メタン熱分解工場へのバイオメタンガス納入価格

は９２．１円＋酵素添加費用／ｋｇ-メタンと試算された。２２年３月時点での日本入

れ天然ガス価格は１０２円／ｋｇであり、より安価に入手することも期待できる。。

酵素添加費用が不明ではあるが、仮にメタンの熱分解工場入れ価格１００円として試

算した。続いてメタン熱分解に関しては、過去には、Ｋｖａｅｒｎｅｒ によるＣＢ

＆Ｈ プロセスで、商業プラントが建設され１９９９～２００４ 年に稼働していた

という報告があり、実績のあるプロセスである26)。またＰａｒｋｉｎｓｏｎらが水素

製造コストを分析しており、８０万ｔのメタン熱分解設備として約＄６４００万と試

算されている26)。本提案ではメタン３６．３万ｔ／年と想定しているため、０．６乗

則を適用して約＄４０００万、１３０円/＄として５２億円と試算された。設置費用は

設備費の３倍とし、投資額は２０８億円と試算した。これらのデータから、エメラル

ド水素、カーボンブラックの製造固定費は１０年償却で６．９円／ｋｇ、原料費は１

０６円と推定された。一方、メタン熱分解プラント（１５００℃）における水素製造

コストは、引用文献２６にて＄１．７２/ｋｇ-水素と推定されている。そのうち原材

料費は＄０．５７であり、これを本論文のバイオメタン原料費と置き換えると水素製

マレーシアケース労務費
従業員 18.6人

マレーシア 月額 円/年 員数 労務費
ワーカー $413/m 644,280 16 10,050,768
エンジニア $840/m 1,310,400 2 2,620,800
管理職 $1,576/m 2,458,560 1 2,458,560

15,130 千円/年
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造費は＄１．９７/ｋｇと試算された。グリーン水素の製造コスト予測値である＄１．

３～３．０、カーボンブラックの市場価格帯（２００円前後、導電性カーボンブラッ

ク５００～７０００円）を考慮すると十分事業として成立すると考えられる。一方で

製造費に対し原材料費が占める割合が高く、メタン発酵・収集システムの効率化、コ

スト低減が課題となる。 

 エメラルド水素生産システムの実現までに不足している情報は多数あるが、特に①

パーム廃材からのメタン発酵生産性、②メタンの精製、回収、輸送、メタン熱分解工

場の投資額、運用コストのフィージビリティスタディを進める必要がある（図９）。

①に関してはパーム廃材収集、利活用がＳＡＴＲＥＰＳプロジェクトで実施されてお

り10)、メタン発酵に関しては上述のように日本企業での国際実証プロジェクトが複数

行われている。コストが不明な糖化酵素に関しても研究知見を有している日本企業は

多い。②に関しては現在Ｍｏｎｏｌｉｔｈ社、Ｃ－ＺＥＲＯ社がメタン熱分解プロセ

スの技術開発、商業生産を始めているが、日本企業も彼らと提携し開発を始めている

27)。オールジャパン体制で臨むことで本提案の実現は十分に可能であると考える。 

 

 

図９ 実証試験の想定 

 

 ３－２．エメラルド水素、カーボンブラック利用による波及効果   

 油脂産業においても脂肪酸の還元によるアルコール製造、不飽和脂肪酸の還元など

の反応にてクリーン水素が必要とされている。また、ボイラー等から発生するＣＯ２を

回収し地中隔離するにはパイプライン施工や隔離に適した地質が必要である一方、Ｃ
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Ｏ２と水素を利用した化学品生産は場所を選ばずに実施可能である。将来的にはＣＯ２

からの油脂製造も可能になると期待できる。このように、エメラルド水素は油脂産業

自体の低炭素化にも貢献が可能である。日本は２０５０年に向けて水素輸入国となる

見通しであり、環境適合性のある水素調達は喫緊の課題である。我が国は２０３０年

に最大３００万トン／年、２０５０年に約２０００万トン／年のカーボンフリー水素

が必要となる 28)。マレーシアで２００万 t 超のエメラルド水素生産が可能となれば、

油脂産業は環境適合性の高いエネルギー、基幹原料供給産業としても大きな貢献がで

きる。エメラルド水素生産システムは他国でも適用が可能と考えられ、インドネシア

のパームオイル生産量（４６５０万 t）から試算すると６００万 t 超の水素生産が可

能である。カーボンネガティブな水素を産業利用することにより、日本、アジア圏の

産業全体の炭素負荷を下げることが可能であり、近年ＥＵにて議論されている越境炭

素税にも対抗する産業基盤を作ることができる。 

 また、カーボンブラックはタイヤ、２次電池の陰極剤、炭素繊維として重要であり

今後も需要の成長が期待されるが、油脂産業における使用方法としてバイオ炭の利用

を提案したい。図１０に農研機構にて議論されているバイオ炭利用の概念図を示した。

脱炭素実現に向けて土壌への炭素貯留が議論されているが、農作物残渣であるバイオ

マスをそのまま農地に漉き込むと、その場で分解されＣＯ２やメタンの発生を引き起

こす。一方、活性炭の様に炭化させることで生分解され難くなり、土壌炭素貯留効果

が著しく向上する。また、炭素貯留だけでなく、土壌の保水性が５０～６０％向上、

保肥性が８～９％向上したという報告もされている29）。パーム園からの温室効果ガス

放出の原因として、泥炭地の乾燥による土壌貯留炭素の流出があげられるが、土壌の

保水により泥炭地を乾燥から守ることでパーム園からのＣＯ２放出を下げるという提

案もされている30)。メタン熱分解により生成するカーボンブラックの粒子形状、物性

にも依存すると考えられるが、電材用グレード、土壌改良用グレードなど作り分ける

ことができれば、エメラルド水素製造システムより生成されたカーボンブラックはパ

ーム園の環境保護にも有効となる。 
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図１０ バイオ炭利用による土壌炭素貯留 

（出典 農研機構 第３回グリーンイノベーション戦略推進会議ＷＧ） 

 

 

 

 ３－３．２０５０年の油脂産業展望  

 本論文で提案した２０５０年までのマイルストーンを図１１に示した。 

 

 

図１１ ２０５０年までのマイルストーン 
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まず、パーム古木、ＥＦＢの収集、およびパーム廃材を用いたメタン発酵性の検証

と、メタン回収、精製システムの検証、そしてメタン熱分解プロセスの実証試験を行

い、不足している要素データを収集する。その後、コストフィージビリティスタディ、

ＬＣＡの実施、生成物であるエメラルド水素とカーボンブラックの物性評価や実地試

験、顧客開拓を行う。商業化できる可能性が確認できれば、マレーシアにおいて州規

模での大規模実証・商用プラントでの評価を行い、約７万tのエメラルド水素製造を

進める。２０５０年にマレーシア、インドネシアにエメラルド水素製造システムが広

がれば、１億 t 以上のＣＯ２削減効果が得られることになる。２０３０年における日

本のＣＯ２排出量の目標値が１０億４２００万t-ＣＯ２であるため、上記削減効果は大

きなインパクトを与える。経済的観点では、ＥＵの炭素税は２０２２年１月段階で１

ｔ-ＣＯ２あたり€８５であり31）、６月以降も€８０を超えている。２０５０年にはアジ

ア圏でも現在のＥＵ並みの炭素税が導入される可能性も十分に考えられ、その場合１

億tのＣＯ２削減効果は１兆円を超える。パーム油の市場規模が６５７億ドル（８．５

兆円）であり 32）、炭素税だけでも大きなビジネスになることが見て取れる。そこで、

本論文では２０５０年の油脂産業のあるべき姿として、「サステナブルなパーム油産

業」だけではなく、エメラルド水素製造により他産業の基盤を支える環境適合性エネ

ルギー、基幹原料供給、および大気からの炭素回収産業として、真の意味で「パーム

全体を使いこなすパーム産業」へ再構築することを提案する（図１２）。 

 

 

図１２ 提案 パーム油産業が２０５０年に目指す姿 
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おわりに 

 欧州を中心にパーム油産業に対して環境への悪影響を指摘される事例が増えている

が、一方でパーム油は単位面積当たりの油脂生産性が既存の商業生産油脂の中でも最

も優れている。本論文ではそのパームの炭素固定能力の高さを生かし、ＣＯ２排出低減

という世界でも最優先の課題に対して油脂産業が貢献できるモデルを提案した。脱炭

素に向け世界中で様々な技術開発や新しいビジネスモデルの検討が進む中で、油脂産

業にも既存システム以外のビジネスチャンス創出を期待し、パーム廃材から放出され

るメタンの熱分解プロセスによるエメラルド水素とカーボンブラックの生産システム

を提案した。このように、他産業において実用化が進んでいる先進技術の積極的な獲

得を進め、社会要請に合わせた次世代の油脂産業像を継続的に革新していくことが必

要と考える。 

森林伐採によりパーム油の増産を求める時代は終わり、限りある原料、農地、水を

最大限活用することが重要である。これは決してパームだけの問題ではなく、ブラジ

ルの森林破壊で問題になっている大豆など、大規模に生産されている農業資源共通の

課題である。本論文をきっかけとして、油脂産業の置かれている状況、世の中の脱炭

素に向けた取り組みを整理し、新たな油脂産業を考える機会となれば幸いである。ま

た、農業未利用資源の有効利用は脱炭素に向けた新事業創生において、大きな可能性

があることも確信した。今回の提案を実現するには、図９に示したような幅広い業界

の連携が必要であるが、業界を超えて持続性のある未来を構築する一助となる技術を

構築、提供できるよう、研究者として今後も邁進し続けていきたい。 
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注釈 

（注１）カーボンニュートラル：製品の製造、廃棄、事業遂行におけるＣＯ２排出量と

ＣＯ２吸収、除去量が釣り合っている状態 

（注２）ＣＣＳ：Ｃａｒｂｏｎ ｄｉｏｘｉｄｅ Ｃａｐｔｕｒｅ ａｎｄ Ｓｔｏ

ｒａｇｅの略称 天然ガスなどを貯留している安定な地下岩盤にＣＯ２ガスを輸送し

貯留する技術 

（注３）ＰＯＭＥ：Ｐａｌｍ Ｏｉｌ Ｍｉｌｌ Ｅｆｆｌｕｅｎｔ（パームオイル

工場排水）の略称 

（注４）ＯＰＴ：Ｏｉｌ Ｐａｌｍ Ｔｒｕｎｋ（パーム廃棄古木）の略称 パーム

は平均２５年に一度伐採、植え替えるため古木が発生する 現状は主にパーム園に放

置されている 

（注５）ＥＦＢ：Ｅｍｐｔｙ Ｆｒｕｉｔ Ｂｕｎｃｈ（パーム空果房）の略称 パ

ーム油が含まれる実を取り除いた残骸 

（注６）メタン発酵：メタン生成微生物による酸素のない環境下で有機物を分解する

ことによりメタンが発生する現象。有機物を多く含む排水の浄化、電力生産に利用さ

れる 

（注７）ＥＦＢとパーム実由来繊維、殻の乾重当たりのメタン生成量は同一と仮定し

た 

（注８）Ｍｏｎｏｌｉｔｈ社ＨＰより、ＣＨ４ １．４ｋｇ  

⇒ Ｃ １ｋｇ ＋ Ｈ２ ０．３ｋｇ ＋ ＣＯ２ ０．２ｋｇを用いて試算 

（注９）マレーシアでのパーム油生産量は参考文献９の値である１４００万ｔを使用

した。ＥＦＢなどのパーム産業廃棄物量が記載された参考文献９に記載の値 

（注１０）ＬＣＡ：Ｌｉｆｅ Ｃｙｃｌｅ Ａｓｓｅｓｍｅｎｔの略。製品の原料調

達から廃棄に至るまでの環境影響評価 
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